










法人本部拠点区分資金収支計算書
(自) 2020年 4月 1日 (至) 2021年 3月31日

第一号第四様式（ 第十七条第四項関係）

事業・ 拠点   [0010: 法人本部]

(単位： 円)

勘　 定　 科　 目 予算(A) 決算(B) 差異(A)-(B)
前期末支払資金残高(12)  34, 775, 000  35, 218, 318    -443, 318
当期末支払資金残高(11)+(12)  34, 704, 000  38, 079, 183  -3, 375, 183











れんげ荘拠点区分資金収支計算書
(自) 2020年 4月 1日 (至) 2021年 3月31日

第一号第四様式（ 第十七条第四項関係）

事業・ 拠点   [0020: れんげ荘]

(単位： 円)

勘　 定　 科　 目 予算(A) 決算(B) 差異(A)-(B)
活 支   長期貸付金支出     3, 383, 000     1, 534, 000     1, 849, 000
動 事業区分間繰入金支出     3, 500, 000       567, 331     2, 932, 669
に   事業区分間繰入金支出     3, 500, 000       567, 331     2, 932, 669
よ 出 拠点区分間繰入金支出   715, 600, 000   715, 558, 126        41, 874
る   拠点区分間繰入金支出   715, 600, 000   715, 558, 126        41, 874
収     その他の活動支出計(8)   722, 483, 000   717, 659, 457     4, 823, 543
支 その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)  -718, 175, 000  -715, 570, 957    -2, 604, 043
予備費支出(10)       500, 000

     ―       500, 000

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)  -724, 411, 000  -655, 449, 242   -68, 961, 758

前期末支払資金残高(12)   781, 100, 000   883, 996, 948  -102, 896, 948
当期末支払資金残高(11)+(12)    56, 689, 000   228, 547, 706  -171, 858, 706











西安拠点区分資金収支計算書
(自) 2020年 4月 1日 (至) 2021年 3月31日

第一号第四様式（ 第十七条第四項関係）

事業・ 拠点   [0030: 西安]

(単位： 円)

勘　 定　 科　 目 予算(A) 決算(B) 差異(A)-(B)
当期末支払資金残高(11)+(12)   168, 228, 000   244, 425, 392   -76, 197, 392











サンシティ 北条拠点区分資金収支計算書
(自) 2020年 4月 1日 (至) 2021年 3月31日

第一号第四様式（ 第十七条第四項関係）

事業・ 拠点   [0040: サンシティ 北条]

(単位： 円)

勘　 定　 科　 目 予算(A) 決算(B) 差異(A)-(B)
  長期運営資金借入金収入   150, 000, 000   150, 000, 000

収 長期貸付金回収収入       147, 000       614, 000      -467, 000
  長期貸付金回収収入       147, 000       614, 000      -467, 000

そ 拠点区分間繰入金収入   855, 000, 000   855, 362, 347      -362, 347
の 入   拠点区分間繰入金収入   855, 000, 000   855, 362, 347      -362, 347
他 サービス区分間繰入金収入    20, 000, 000    20, 000, 000
の   サービス区分間繰入金収入    20, 000, 000    20, 000, 000
活     その他の活動収入計(7) 1, 025, 147, 000 1, 025, 976, 347      -829, 347
動 長期貸付金支出     1, 100, 000     1, 011, 000        89, 000
に   長期貸付金支出     1, 100, 000     1, 011, 000        89, 000
よ 支 事業区分間繰入金支出    11, 000, 000   -11, 000, 000
る   事業区分間繰入金支出    11, 000, 000   -11, 000, 000
収 拠点区分間繰入金支出    11, 000, 000    11, 000, 000
支 出   拠点区分間繰入金支出    11, 000, 000    11, 000, 000

サービス区分間繰入金支出    20, 000, 000    20, 000, 000
  サービス区分間繰入金支出    20, 000, 000    20, 000, 000
    その他の活動支出計(8)    32, 100, 000    32, 011, 000        89, 000

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)   993, 047, 000   993, 965, 347      -918, 347
予備費支出(10)       500, 000

     ―       500, 000

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)   180, 177, 000   298, 071, 393  -117, 894, 393

前期末支払資金残高(12)     6, 510, 613    -6, 510, 613
当期末支払資金残高(11)+(12)   180, 177, 000   304, 582, 006  -124, 405, 006





包括支援ｾﾝﾀー 石井・ 久谷拠点区分資金収支計算書
(自) 2020年 4月 1日 (至) 2021年 3月31日

第一号第四様式（ 第十七条第四項関係）

事業・ 拠点   [0060: 包括支援ｾﾝﾀー 石井・ 久谷]

(単位： 円)

勘　 定　 科　 目 予算(A) 決算(B) 差異(A)-(B)
の 収   長期貸付金回収収入     120, 000     120, 000
他 事業区分間繰入金収入   3, 500, 000     567, 331   2, 932, 669
の   事業区分間繰入金収入   3, 500, 000     567, 331   2, 932, 669
活 入 サービス区分間繰入金収入   1, 159, 858  -1, 159, 858
動   サービス区分間繰入金収入   1, 159, 858  -1, 159, 858
に     その他の活動収入計(7)   3, 620, 000   1, 847, 189   1, 772, 811
よ 支 サービス区分間繰入金支出   1, 159, 858  -1, 159, 858
る 出   サービス区分間繰入金支出   1, 159, 858  -1, 159, 858
収     その他の活動支出計(8)   1, 159, 858  -1, 159, 858
支 その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)   3, 620, 000     687, 331   2, 932, 669
予備費支出(10)     500, 000

    ―     500, 000

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)     402, 000     402, 000

前期末支払資金残高(12)  24, 617, 000  24, 756, 273    -139, 273
当期末支払資金残高(11)+(12)  25, 019, 000  24, 756, 273     262, 727





























れんげ荘拠点区分事業活動計算書
(自) 2020年 4月 1日 (至) 2021年 3月31日

第二号第四様式（ 第二十三条第四項関係）

事業・ 拠点   [0020: れんげ荘]

(単位： 円)

勘　 定　 科　 目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減(A)-(B)
増     特別収益計(8)     6, 906, 375       649, 890     6, 256, 485

国庫補助金等特別積立金積立額     6, 849, 633             0     6, 849, 633
減 費   国庫補助金等特別積立金積立額     6, 849, 633             0     6, 849, 633

事業区分間繰入金費用       567, 331       234, 496       332, 835
の   事業区分間繰入金費用       567, 331       234, 496       332, 835

用 拠点区分間繰入金費用   715, 558, 126   226, 802, 587   488, 755, 539
部   拠点区分間繰入金費用   715, 558, 126   226, 802, 587   488, 755, 539

    特別費用計(9)   722, 975, 090   227, 037, 083   495, 938, 007
特別増減差額(10)=(8)-(9)  -716, 068, 715  -226, 387, 193  -489, 681, 522

当期活動増減差額(11)=(7)+(10)  -679, 364, 088  -149, 177, 800  -530, 186, 288
繰 前期繰越活動増減差額(12) 1, 656, 294, 999 1, 805, 472, 799  -149, 177, 800
越 当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12)   976, 930, 911 1, 656, 294, 999  -679, 364, 088
活 基本金取崩額(14)             0             0             0
動 その他の積立金取崩額(15)             0             0             0
増 その他の積立金積立額(16)             0             0             0
減
差
額
の
部 次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16)   976, 930, 911 1, 656, 294, 999  -679, 364, 088











西安拠点区分事業活動計算書
(自) 2020年 4月 1日 (至) 2021年 3月31日

第二号第四様式（ 第二十三条第四項関係）

事業・ 拠点   [0030: 西安]

(単位： 円)

勘　 定　 科　 目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減(A)-(B)
活 基本金取崩額(14)             0             0             0
動 その他の積立金取崩額(15)             0             0             0
増 その他の積立金積立額(16)             0             0             0
減
差
額
の
部 次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16)   527, 680, 552   713, 164, 566  -185, 484, 014











サンシティ 北条拠点区分事業活動計算書
(自) 2020年 4月 1日 (至) 2021年 3月31日

第二号第四様式（ 第二十三条第四項関係）

事業・ 拠点   [0040: サンシティ 北条]

(単位： 円)

勘　 定　 科　 目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減(A)-(B)
減 国庫補助金等特別積立金積立額    36, 665, 047    57, 755, 551   -21, 090, 504

費   国庫補助金等特別積立金積立額    36, 665, 047    57, 755, 551   -21, 090, 504
の 事業区分間繰入金費用    11, 000, 000             0    11, 000, 000

  事業区分間繰入金費用    11, 000, 000             0    11, 000, 000
部 用 サービス区分間繰入金費用    20, 000, 000             0    20, 000, 000

  サービス区分間繰入金費用    20, 000, 000             0    20, 000, 000
    特別費用計(9)    67, 665, 047    57, 755, 551     9, 909, 496

特別増減差額(10)=(8)-(9)   845, 888, 299   353, 437, 998   492, 450, 301
当期活動増減差額(11)=(7)+(10)   736, 402, 384   326, 960, 098   409, 442, 286

繰 前期繰越活動増減差額(12)   326, 960, 098             0   326, 960, 098
越 当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12) 1, 063, 362, 482   326, 960, 098   736, 402, 384
活 基本金取崩額(14)             0             0             0
動 その他の積立金取崩額(15)             0             0             0
増 その他の積立金積立額(16)             0             0             0
減
差
額
の
部 次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16) 1, 063, 362, 482   326, 960, 098   736, 402, 384













ｻー ﾋ゙ ｽ付き高齢者向け住宅ｻﾝｼﾃｨ北条拠点区分事業活動計算書
(自) 2020年 4月 1日 (至) 2021年 3月31日

第二号第四様式（ 第二十三条第四項関係）

事業・ 拠点   [0070: ｻー ﾋ゙ ｽ付き高齢者向け住宅ｻﾝｼﾃｨ北条]

(単位： 円)

勘　 定　 科　 目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減(A)-(B)
サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5)  -2, 001, 619           0  -2, 001, 619

経常増減差額(7)=(3)+(6) -38, 234, 848           0 -38, 234, 848
特 収 施設整備等補助金収益  37, 573, 281           0  37, 573, 281
別 益   施設整備等補助金収益  37, 573, 281           0  37, 573, 281
増     特別収益計(8)  37, 573, 281           0  37, 573, 281
減 費 国庫補助金等特別積立金積立額  37, 573, 281           0  37, 573, 281
の 用   国庫補助金等特別積立金積立額  37, 573, 281           0  37, 573, 281
部     特別費用計(9)  37, 573, 281           0  37, 573, 281

特別増減差額(10)=(8)-(9)           0           0           0
当期活動増減差額(11)=(7)+(10) -38, 234, 848           0 -38, 234, 848

繰 前期繰越活動増減差額(12)           0           0           0
越 当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12) -38, 234, 848           0 -38, 234, 848
活 基本金取崩額(14)           0           0           0
動 その他の積立金取崩額(15)           0           0           0
増 その他の積立金積立額(16)           0           0           0
減
差
額
の
部 次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16) -38, 234, 848           0 -38, 234, 848































別紙１

計算書類に対する注記

(法人全体用)

１ ． 継続事業の前提に関する注記                                                                      

該当なし

２ ． 重要な会計方針                                                                                  

(1)  有価証券の評価基準及び評価方法

　 　 　 該当無し

(2) 固定資産の減価償却の方法

　 　 ・ 建物並びに器具備品等リース資産以外の資産　 定額法

　 　 ・ リース資産　 該当無し

(3) 引当金の計上基準

　 　 ・ 退職給付引当金　 白寿荘では職員に対して将来支給する退職金のうち、 法人の負担する愛媛県民間社会

　 　 　 福祉事業従事者退職共済支援制度掛金相当額を退職給付引当金に計上する。

　 　 ・ 賞与引当金　 当該会計年度の負担に属する賞与見積額を、 賞与引当金として計上。

３ ． 重要な会計方針の変更                                                                            

該当なし

４ ． 法人で採用する退職給付制度                                                                      

　 　 ・ 特別養護老人ホーム白寿荘　 独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び

　 　 　 愛媛県民間社会福祉事業従事者退職共済支援事業の退職金制度による。

　 　 ・ その他の施設　 各施設の定める退職金規程に基づく 制度による。

５ ． 法人が作成する計算書類と拠点区分、 サービス区分                                                  

当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(1) 法人全体の計算書類(会計基準省令第１ 号第１ 様式、 第２号第１ 様式、 第３ 号第１ 様式)

(2)  事業区分別内訳表(会計基準省令第１ 号第２様式、 第２ 号第２様式、 第３号第２ 様式)

　 　 当法人では、 収益事業は実施していないため作成していない。

(3) 社会福祉事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第１ 号第３ 様式、 第２号第３様式、 第３ 号第３ 様式)

(4)  公益事業における拠点区分別内訳表(第１ 号の３ 様式、 第２ 号の３様式、 第３号の３ 様式)

(5)  収益事業における拠点区分別内訳表(第１ 号の３ 様式、 第２ 号の３様式、 第３号の３ 様式)

　 　 当法人では、 収益事業は実施していないため作成していない。

(6) 各拠点区分におけるサービス区分の内容

　 　 1. 法人本部　 拠点（ 社会福祉事業）

　 　 2. 白寿荘　 拠点（ 社会福祉事業）

　 　 　 　 　 介護老人福祉施設



　 　 　 　 　 短期入所生活介護

　 　 　 　 　 生きがいデイサービス

　 　 　 　 　 介護予防事業

　 　 3. れんげ荘　 拠点（ 社会福祉事業）

　 　 　 　 　 介護老人保健施設

　 　 　 　 　 短期入所療養介護

　 　 　 　 　 短期入所生活介護

　 　 　 　 　 通所リハビリテーショ ン

　 　 　 　 　 訪問介護

　 　 　 　 　 居宅介護

　 　 　 　 　 同行援護

　 　 　 　 　 移動支援

　 　 　 　 　 養育支援

　 　 　 　 　 日常生活支援・ 指導

　 　 4. デイサービスセンター和泉　 拠点（ 社会福祉事業）

　 　 　 　 　 通所介護

　 　 　 　 　 生きがいデイサービス

　 　 　 　 　 配食サービス

　 　 　 　 　 介護予防

　 　 　 　 　 訪問介護

　 　 　 　 　 日常生活支援・ 指導

　 　 5. 西安　 拠点（ 社会福祉事業）

　 　 　 　 　 介護老人保健施設

　 　 　 　 　 短期入所療養介護

　 　 　 　 　 通所リハビリテーショ ン

　 　 　 　 　 居宅介護支援

　 　 6. サンシティ 北条　 拠点（ 社会福祉事業）

　 　 　 　 　 短期入所生活介護

　 　 　 　 　 通所介護

　 　 　 　 　 訪問介護

　 　 7. 松山市地域包括支援センター石井久谷　 拠点（ 公益事業）

　 　 　 　 　 包括的支援

　 　 　 　 　 介護予防支援

　 　 8. 介護付き有料老人ホームサンシティ 北条　 拠点（ 公益事業）

　 　 　 　 　 混合型特定施設

　 　 9. サービス付き高齢者向け住宅サンシティ 北条　 拠点（ 公益事業）

　 　 　 　 　 サービス付き高齢者向け住宅



６ ． 基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。                                                   

（ 単位： 円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地     645, 854, 985              0              0    645, 854, 985

建物     976, 644, 332  2, 613, 182, 637    115, 659, 326  3, 474, 167, 643

定期預金       1, 000, 000              0              0      1, 000, 000

合            計   1, 623, 499, 317  2, 613, 182, 637    115, 659, 326  4, 121, 022, 628

７ ． 基本金又は固定資産の売却若しく は処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

該当無し

８ ． 担保に供している資産                                                                            

該当なし

９ ． 固定資産の取得価額、 減価償却累計額及び当期末残高                                                

固定資産の取得価額、 減価償却累計額及び当期末残高は、 以下のとおりである。                             

（ 単位： 円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

土地（ 基本財産）     645, 854, 985              0    645, 854, 985

建物（ 基本財産）   4, 901, 281, 067  1, 427, 113, 424  3, 474, 167, 643

土地      53, 922, 692              0     53, 922, 692

建物     156, 492, 157    121, 147, 181     35, 344, 976

構築物     218, 308, 402     83, 165, 687    135, 142, 715

車両     114, 725, 036    100, 357, 668     14, 367, 368

器具備品     308, 326, 215    174, 900, 924    133, 425, 291

その他      16, 401, 837      9, 062, 290      7, 339, 547

合            計   6, 415, 312, 391  1, 915, 747, 174  4, 499, 565, 217

１ ０． 債権額、 徴収不能引当金の当期末残高、 債権の当期末残高                                          

債権額、 徴収不能引当金の当期末残高、 債権の当期末残高は以下のとおりである。                           

該当なし

１ １． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、 時価及び評価損益                                      

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、 時価及び評価損益は、 以下のとおりである。                     

該当なし



１ ２． 関連当事者との取引の内容                                                                      

関連当事者との取引の内容は次のとおりである。                                                         

該当なし

１ ３． 重要な偶発債務                                                                                

該当なし

１ ４． 重要な後発事象                                                                                

該当なし

１ ５． その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、 負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

該当なし



別紙２

計算書類に対する注記

(法人本部拠点区分用)

１ ． 重要な会計方針                                                                                  

(1)  有価証券の評価基準及び評価方法

　 該当なし

(2)  固定資産の減価償却の方法

・ 建物並びに器具備品等リース資産以外の資産　 定額法

・ リース資産　 該当なし

(3)  引当金の計上基準

・ 賞与引当金　 当該会計年度の負担に属する賞与見積額を、 賞与引当金として計上。

２ ． 重要な会計方針の変更                                                                            

該当なし

３ ． 採用する退職給付制度                                                                            

施設の定める退職金規程に基づく 制度による。

４ ． 拠点が作成する計算書類等とサービス区分                                                          

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

(1)  法人本部 拠点計算書類(第１号の４ 様式、 第２ 号の４ 様式、 第３号の４ 様式)

⑪ )(2)  拠点区分事業活動明細書（ 会計基準別紙３ ( ） は省略している。

⑩ )(3)  拠点区分資金収支明細書（ 会計基準別紙３ ( ） は省略している。

５ ． 基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。                                                   

（ 単位： 円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

定期預金    1, 000, 000           0           0   1, 000, 000

合            計    1, 000, 000           0           0   1, 000, 000

６ ． 基本金又は固定資産の売却若しく は処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

該当なし



７ ． 担保に供している資産                                                                            

担保に供されている資産は以下のとおりである。

該当なし

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

該当なし

８ ． 固定資産の取得価額、 減価償却累計額及び当期末残高                                                

固定資産の取得価額、 減価償却累計額及び当期末残高は、 以下のとおりである。                             

（ 単位： 円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

構築物    1, 650, 000   1, 649, 999           1

合            計    1, 650, 000   1, 649, 999           1

９ ． 債権額、 徴収不能引当金の当期末残高、 債権の当期末残高                                            

債権額、 徴収不能引当金の当期末残高、 債権の当期末残高は以下のとおりである。                           

該当なし

１ ０． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、 時価及び評価損益                                      

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、 時価及び評価損益は、 以下のとおりである。                     

該当なし

１ １． 重要な後発事象                                                                                

該当なし

１ ２． その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、 負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

該当なし



別紙２

計算書類に対する注記

(白寿荘拠点区分用)

１ ． 重要な会計方針                                                                                  

(1)  有価証券の評価基準及び評価方法

該当なし

(2)  固定資産の減価償却の方法

・ 建物並びに器具備品等リース資産以外の資産　 定額法

・ リース資産　 該当なし

(3)  引当金の計上基準

・ 退職給付引当金　 白寿荘では職員に対して将来支給する退職金のうち、 法人の負担する愛媛県民間社会福祉

　 事業従事者退職共済支援制度掛金相当額を退職給付引当金に計上する。 ただし、 重要性が乏しい場合には

　 計上しない。

・ 賞与引当金　 当該会計年度の負担に属する賞与見積額を、 賞与引当金として計上。 ただし、 重要性が乏しい

　 場合は計上しない。

２ ． 重要な会計方針の変更                                                                            

該当なし

３ ． 採用する退職給付制度                                                                            

独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び愛媛県民間社会福祉事業従事者退職共済

支援事業の退職金制度による。

４ ． 拠点が作成する計算書類等とサービス区分                                                          

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

(1)  白寿荘 拠点計算書類(第１号の４様式、 第２号の４ 様式、 第３ 号の４ 様式)

⑪ )(2)  拠点区分事業活動明細書（ 会計基準別紙３ ( ）

1.  介護老人福祉施設

2.  短期入所生活介護

⑩ )(3)  拠点区分資金収支明細書（ 会計基準別紙３ ( ） は省略している。



５ ． 基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。                                                   

（ 単位： 円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

建物    74, 168, 961    6, 982, 800    7, 402, 552   73, 749, 209

合            計    74, 168, 961    6, 982, 800    7, 402, 552   73, 749, 209

６ ． 基本金又は固定資産の売却若しく は処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

該当なし

７ ． 担保に供している資産                                                                            

担保に供されている資産は以下のとおりである。

該当なし

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

該当なし

８ ． 固定資産の取得価額、 減価償却累計額及び当期末残高                                                

固定資産の取得価額、 減価償却累計額及び当期末残高は、 以下のとおりである。                             

（ 単位： 円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

建物（ 基本財産）   307, 529, 347  233, 780, 138   73, 749, 209

構築物    26, 483, 000   25, 637, 266      845, 734

車両    18, 967, 245   18, 181, 486      785, 759

器具備品    26, 797, 853   25, 182, 777    1, 615, 076

その他       461, 968      239, 043      222, 925

合            計   380, 239, 413  303, 020, 710   77, 218, 703

９ ． 債権額、 徴収不能引当金の当期末残高、 債権の当期末残高                                            

債権額、 徴収不能引当金の当期末残高、 債権の当期末残高は以下のとおりである。                           

該当なし

１ ０． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、 時価及び評価損益                                      

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、 時価及び評価損益は、 以下のとおりである。                     

該当なし



１ １． 重要な後発事象                                                                                

該当なし

１ ２． その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、 負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

該当なし



別紙２

計算書類に対する注記

(れんげ荘拠点区分用)

１ ． 重要な会計方針                                                                                  

(1)  有価証券の評価基準及び評価方法

該当なし

(2) 固定資産の減価償却の方法

・ 建物並びに器具備品等リース資産以外の資産　 定額法

・ リース資産　 該当なし

(3) 引当金の計上基準

・ 賞与引当金　 当該会計年度の負担に属する賞与見積額を、 賞与引当金として計上。 ただし、 重要性が乏しい

　 場合は計上しない。

２ ． 重要な会計方針の変更                                                                            

該当なし

３ ． 採用する退職給付制度                                                                            

施設の定める退職金規程に基づく 制度による。

４ ． 拠点が作成する計算書類等とサービス区分                                                          

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

(1) れんげ荘 拠点計算書類(第１ 号の４ 様式、 第２ 号の４ 様式、 第３ 号の４様式)

⑪ )(2)  拠点区分事業活動明細書（ 会計基準別紙３ ( ）

1.  介護老人保健施設

2.  短期入所療養介護

3.  短期入所生活介護

4.  通所リハビリテーショ ン

5.  生きがいデイサービス

6.  訪問介護

7.  居宅介護

8.  同行援護

9.  移動支援

10.  養育支援

⑩ )(3)  拠点区分資金収支明細書（ 会計基準別紙３ ( ） は省略している。



５ ． 基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。                                                   

（ 単位： 円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地     382, 217, 784              0              0    382, 217, 784

建物     393, 718, 605              0     23, 375, 850    370, 342, 755

合            計     775, 936, 389              0     23, 375, 850    752, 560, 539

６ ． 基本金又は固定資産の売却若しく は処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

該当なし

７ ． 担保に供している資産                                                                            

担保に供されている資産は以下のとおりである。

該当なし

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

該当なし

８ ． 固定資産の取得価額、 減価償却累計額及び当期末残高                                                

固定資産の取得価額、 減価償却累計額及び当期末残高は、 以下のとおりである。                             

（ 単位： 円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

土地（ 基本財産）     382, 217, 784              0    382, 217, 784

建物（ 基本財産）     977, 455, 344    607, 112, 589    370, 342, 755

構築物      21, 767, 693     21, 487, 412        280, 281

車両      23, 024, 240     21, 614, 732      1, 409, 508

器具備品      79, 705, 002     70, 125, 829      9, 579, 173

その他       1, 235, 128        967, 735        267, 393

合            計   1, 485, 405, 191    721, 308, 297    764, 096, 894

９ ． 債権額、 徴収不能引当金の当期末残高、 債権の当期末残高                                            

債権額、 徴収不能引当金の当期末残高、 債権の当期末残高は以下のとおりである。                           

該当なし

１ ０． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、 時価及び評価損益                                      

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、 時価及び評価損益は、 以下のとおりである。                     

該当なし



１ １． 重要な後発事象                                                                                

該当なし

１ ２． その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、 負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

該当なし



別紙２

計算書類に対する注記

（ デイサービスセンター和泉拠点区分用）

１ ． 重要な会計方針                                                                                  

(1)  有価証券の評価基準及び評価方法

　 該当なし

(2)  固定資産の減価償却の方法

・ 建物並びに器具備品等リース資産以外の資産　 定額法

・ リース資産　 該当なし

(3)  引当金の計上基準

・ 徴収不能引当金　 個別に見積もった徴収不能額を、 徴収不能引当金として計上。

・ 賞与引当金　 当該会計年度の負担に属する賞与見積額を、 賞与引当金として計上。

２ ． 重要な会計方針の変更                                                                            

該当なし

３ ． 採用する退職給付制度                                                                            

施設の定める退職金規程に基づく 制度による。

４ ． 拠点が作成する計算書類等とサービス区分                                                          

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

(1)  デイサービスセンター和泉 拠点計算書類(第１号の４ 様式、 第２ 号の４様式、 第３ 号の４様式)

⑪ )(2)  拠点区分事業活動明細書（ 会計基準別紙３ ( ）

1.  通所介護

2.  生きがいデイサービス

3.  介護予防

⑩ )(3)  拠点区分資金収支明細書（ 会計基準別紙３ ( ） は省略している。

５ ． 基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。                                                   

該当なし

６ ． 基本金又は固定資産の売却若しく は処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

該当なし



７ ． 担保に供している資産                                                                            

担保に供されている資産は以下のとおりである。

該当なし

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

該当なし

８ ． 固定資産の取得価額、 減価償却累計額及び当期末残高                                                

固定資産の取得価額、 減価償却累計額及び当期末残高は、 以下のとおりである。                             

（ 単位： 円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

建物   153, 100, 657  118, 420, 421   34, 680, 236

構築物     5, 537, 000    4, 510, 290    1, 026, 710

車両    25, 512, 135   24, 075, 891    1, 436, 244

器具備品    12, 861, 327   10, 483, 380    2, 377, 947

その他       414, 539      200, 144      214, 395

合            計   197, 425, 658  157, 690, 126   39, 735, 532

９ ． 債権額、 徴収不能引当金の当期末残高、 債権の当期末残高                                            

債権額、 徴収不能引当金の当期末残高、 債権の当期末残高は以下のとおりである。                           

該当なし

１ ０． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、 時価及び評価損益                                      

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、 時価及び評価損益は、 以下のとおりである。                     

該当なし

１ １． 重要な後発事象                                                                                

該当なし

１ ２． その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、 負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

該当なし



別紙２

計算書類に対する注記

（ 西安拠点区分用）

１ ． 重要な会計方針                                                                                  

(1)  有価証券の評価基準及び評価方法

　 該当なし

(2)  固定資産の減価償却の方法

・ 建物並びに器具備品等リース資産以外の資産　 定額法

・ リース資産　 該当なし

(3)  引当金の計上基準

・ 徴収不能引当金　 個別に見積もった徴収不能額を、 徴収不能引当金として計上。

・ 賞与引当金　 当該会計年度の負担に属する賞与見積額を、 賞与引当金として計上。

２ ． 重要な会計方針の変更                                                                            

該当なし

３ ． 採用する退職給付制度                                                                            

施設の定める退職金規程に基づく 制度による。

４ ． 拠点が作成する計算書類等とサービス区分                                                          

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

(1)  西安 拠点計算書類(第１ 号の４ 様式、 第２ 号の４様式、 第３号の４様式)

⑪ )(2)  拠点区分事業活動明細書（ 会計基準別紙３ ( ）

1.  介護老人保健施設

2.  短期入所療養介護

3.  通所リハビリテーショ ン

4.  居宅介護支援

⑩ )(3)  拠点区分資金収支明細書（ 会計基準別紙３ ( ） は省略している。

５ ． 基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。                                                   

（ 単位： 円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

建物   329, 276, 507    1, 696, 200   16, 674, 032  314, 298, 675

合            計   329, 276, 507    1, 696, 200   16, 674, 032  314, 298, 675



６ ． 基本金又は固定資産の売却若しく は処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

該当なし

７ ． 担保に供している資産                                                                            

担保に供されている資産は以下のとおりである。

該当なし

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

該当なし

８ ． 固定資産の取得価額、 減価償却累計額及び当期末残高                                                

固定資産の取得価額、 減価償却累計額及び当期末残高は、 以下のとおりである。                             

（ 単位： 円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

建物（ 基本財産）   788, 042, 848  473, 744, 173  314, 298, 675

構築物    11, 682, 044   10, 326, 081    1, 355, 963

車両    33, 702, 865   31, 525, 275    2, 177, 590

器具備品    57, 854, 756   50, 156, 425    7, 698, 331

その他     4, 633, 299    4, 437, 054      196, 245

合            計   895, 915, 812  570, 189, 008  325, 726, 804

９ ． 債権額、 徴収不能引当金の当期末残高、 債権の当期末残高                                            

債権額、 徴収不能引当金の当期末残高、 債権の当期末残高は以下のとおりである。                           

該当なし

１ ０． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、 時価及び評価損益                                      

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、 時価及び評価損益は、 以下のとおりである。                     

該当なし

１ １． 重要な後発事象                                                                                

該当なし

１ ２． その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、 負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

該当なし



別紙２

計算書類に対する注記

（ サンサン拠点区分用）

１ ． 重要な会計方針                                                                                  

(1)  有価証券の評価基準及び評価方法

　 該当なし

(2) 固定資産の減価償却の方法

・ 建物並びに器具備品等リース資産以外の資産　 定額法

・ リース資産　 該当なし

(3) 引当金の計上基準

・ 徴収不能引当金　 個別に見積もった徴収不能額を、 徴収不能引当金として計上。

・ 賞与引当金　 当該会計年度の負担に属する賞与見積額を、 賞与引当金として計上。

２ ． 重要な会計方針の変更                                                                            

該当なし

３ ． 採用する退職給付制度                                                                            

施設の定める退職金規程に基づく 制度による。

４ ． 拠点が作成する計算書類等とサービス区分                                                          

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

(1) サンサン 拠点計算書類(第１号の４ 様式、 第２ 号の４ 様式、 第３ 号の４様式)

⑪ )(2)  拠点区分事業活動明細書（ 会計基準別紙３ ( ）

1.  短期入所生活介護

2.  通所介護

3.  介護予防

4.  訪問介護

5.  居宅介護支援

⑩ )(3)  拠点区分資金収支明細書（ 会計基準別紙３ ( ） は省略している。



５ ． 基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。                                                   

（ 単位： 円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地   263, 637, 201            0            0  263, 637, 201

建物   179, 480, 259            0    9, 508, 658  169, 971, 601

合            計   443, 117, 460            0    9, 508, 658  433, 608, 802

６ ． 基本金又は固定資産の売却若しく は処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

該当なし

７ ． 担保に供している資産                                                                            

担保に供されている資産は以下のとおりである。

該当なし

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

該当なし

８ ． 固定資産の取得価額、 減価償却累計額及び当期末残高                                                

固定資産の取得価額、 減価償却累計額及び当期末残高は、 以下のとおりである。                             

（ 単位： 円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

土地（ 基本財産）   263, 637, 201            0  263, 637, 201

建物（ 基本財産）   223, 749, 891   53, 778, 290  169, 971, 601

構築物    57, 103, 380   15, 616, 399   41, 486, 981

器具備品     6, 312, 413    3, 878, 306    2, 434, 107

その他       537, 570      456, 934       80, 636

合            計   551, 340, 455   73, 729, 929  477, 610, 526

９ ． 債権額、 徴収不能引当金の当期末残高、 債権の当期末残高                                            

債権額、 徴収不能引当金の当期末残高、 債権の当期末残高は以下のとおりである。                           

該当なし

１ ０． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、 時価及び評価損益                                      

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、 時価及び評価損益は、 以下のとおりである。                     

該当なし



１ １． 重要な後発事象                                                                                

該当なし

１ ２． その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、 負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

該当なし



別紙２

計算書類に対する注記

(サンシティ 北条拠点区分用)

１ ． 重要な会計方針                                                                                  

(1)  有価証券の評価基準及び評価方法

該当なし

(2) 固定資産の減価償却の方法

・ 建物並びに器具備品等リース資産以外の資産　 定額法

・ リース資産　 該当なし

(3) 引当金の計上基準

・ 賞与引当金　 当該会計年度の負担に属する賞与見積額を、 賞与引当金として計上。

２ ． 重要な会計方針の変更                                                                            

該当なし

３ ． 採用する退職給付制度                                                                            

施設の定める退職金規程に基づく 制度による。

４ ． 拠点が作成する計算書類とサービス区分                                                            

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(1) サンシティ 北条 拠点計算書類(会計基準省令第１号第４様式、 第２ 号第４ 様式、 第３ 号第４ 様式)

⑪ ) )(2)  拠点区分事業活動明細書(別紙３ (

1.  介護老人福祉施設

2.  短期入所生活介護

3.  通所介護

4.  介護予防

5.  訪問介護

6.  認知症対応型共同生活介護

7.  居宅介護支援

⑩ ) )(3)  拠点区分資金収支明細書(別紙３ ( は省略している。



５ ． 基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。                                                   

（ 単位： 円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

建物               0  1, 707, 002, 944     38, 478, 898  1, 668, 524, 046

合            計               0  1, 707, 002, 944     38, 478, 898  1, 668, 524, 046

６ ． 基本金又は固定資産の売却若しく は処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

該当なし

７ ． 担保に供している資産                                                                            

担保に供されている資産は以下のとおりである。

該当なし

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

該当なし

８ ． 有形固定資産の取得価額、 減価償却累計額及び当期末残高                                            

固定資産の取得価額、 減価償却累計額及び当期末残高は、 以下のとおりである。                             

（ 単位： 円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

建物（ 基本財産）   1, 707, 002, 944     38, 478, 898  1, 668, 524, 046

土地      35, 337, 947              0     35, 337, 947

構築物      61, 825, 478      2, 585, 778     59, 239, 700

車両      12, 162, 850      3, 604, 591      8, 558, 259

器具備品      86, 412, 929      8, 536, 763     77, 876, 166

その他       5, 065, 845        534, 860      4, 530, 985

合            計   1, 907, 807, 993     53, 740, 890  1, 854, 067, 103

９ ． 債権額、 徴収不能引当金の当期末残高、 債権の当期末残高                                            

債権額、 徴収不能引当金の当期末残高、 債権の当期末残高は以下のとおりである。                           

該当なし

１ ０． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、 時価及び評価損益                                      

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、 時価及び評価損益は、 以下のとおりである。                     

該当なし



１ １． 重要な後発事象                                                                                

該当なし

１ ２． その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、 負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

該当なし



別紙２

計算書類に対する注記

(松山市地域包括支援センター石井浮穴久谷拠点区分用)

１ ． 重要な会計方針                                                                                  

(1)  有価証券の評価基準及び評価方法

　 該当なし

(2)  固定資産の減価償却の方法

・ 建物並びに器具備品等リース資産以外の資産　 定額法

・ リース資産　 該当なし

(3)  引当金の計上基準

・ 賞与引当金　 当該会計年度の負担に属する賞与見積額を、 賞与引当金として計上。 ただし、 重要性が乏しい

　 場合は計上しない。

２ ． 重要な会計方針の変更                                                                            

(1)  新たな会計基準の採用

該当なし

３ ． 採用する退職給付制度                                                                            

施設の定める退職金規程に基づく 制度による。

４ ． 拠点が作成する計算書類等とサービス区分                                                          

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

(1)  松山市地域包括支援センター石井久谷 拠点計算書類(第１ 号の４様式、 第２号の４ 様式、 第３ 号の４ 様式)

⑪ )(2)  拠点区分事業活動明細書（ 会計基準別紙３ ( ）

1.  包括的支援

2.  介護予防支援

⑩ )(3)  拠点区分資金収支明細書（ 会計基準別紙３ ( ） は省略している。

５ ． 基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。                                                   

該当なし

６ ． 基本金又は固定資産の売却若しく は処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

該当なし



７ ． 担保に供している資産                                                                            

担保に供されている資産は以下のとおりである。

該当なし

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

該当なし

８ ． 固定資産の取得価額、 減価償却累計額及び当期末残高                                                

固定資産の取得価額、 減価償却累計額及び当期末残高は、 以下のとおりである。                             

（ 単位： 円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

建物    3, 391, 500   2, 726, 760     664, 740

車両    2, 505, 700   2, 505, 692           8

器具備品    2, 419, 000   2, 028, 163     390, 837

その他    2, 104, 620   2, 104, 620           0

合            計   10, 420, 820   9, 365, 235   1, 055, 585

９ ． 債権額、 徴収不能引当金の当期末残高、 債権の当期末残高                                            

債権額、 徴収不能引当金の当期末残高、 債権の当期末残高は以下のとおりである。                           

該当なし

１ ０． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、 時価及び評価損益                                      

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、 時価及び評価損益は、 以下のとおりである。                     

該当なし

１ １． 重要な後発事象                                                                                

該当なし

１ ２． その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、 負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

該当なし



別紙２

計算書類に対する注記

(介護付き有料老人ホームサンシティ 北条拠点区分用)

１ ． 重要な会計方針                                                                                  

(1)  有価証券の評価基準及び評価方法

該当なし

(2) 固定資産の減価償却の方法

・ 建物並びに器具備品等リース資産以外の資産　 定額法

・ リース資産　 該当なし

(3) 引当金の計上基準

・ 賞与引当金　 当該会計年度の負担に属する賞与見積額を、 賞与引当金として計上。

２ ． 重要な会計方針の変更                                                                            

該当なし

３ ． 採用する退職給付制度                                                                            

施設の定める退職金規程に基づく 制度による。

４ ． 拠点が作成する計算書類とサービス区分                                                            

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(1) 介護付き有料老人ホームサンシティ 北 条拠点計算書類

　  (会計基準省令第１号第４ 様式、 第２ 号第４ 様式、 第３号第４様式)

⑪ ) )(2)  拠点区分事業活動明細書(別紙３ (

1.  混合型特定施設

⑩ ) )(3)  拠点区分資金収支明細書(別紙３ ( は省略している。

５ ． 基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。                                                   

（ 単位： 円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

建物             0  305, 071, 731    6, 872, 798  298, 198, 933

合            計             0  305, 071, 731    6, 872, 798  298, 198, 933

６ ． 基本金又は固定資産の売却若しく は処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

該当なし



７ ． 担保に供している資産                                                                            

担保に供されている資産は以下のとおりである。

該当なし

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

該当なし

８ ． 有形固定資産の取得価額、 減価償却累計額及び当期末残高                                            

固定資産の取得価額、 減価償却累計額及び当期末残高は、 以下のとおりである。                             

（ 単位： 円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

建物（ 基本財産）   305, 071, 731    6, 872, 798  298, 198, 933

土地     6, 317, 188            0    6, 317, 188

構築物    10, 965, 513      459, 718   10, 505, 795

器具備品    13, 981, 066    2, 571, 877   11, 409, 189

その他     1, 023, 396      119, 396      904, 000

合            計   337, 358, 894   10, 023, 789  327, 335, 105

９ ． 債権額、 徴収不能引当金の当期末残高、 債権の当期末残高                                            

債権額、 徴収不能引当金の当期末残高、 債権の当期末残高は以下のとおりである。                           

該当なし

１ ０． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、 時価及び評価損益                                      

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、 時価及び評価損益は、 以下のとおりである。                     

該当なし

１ １． 重要な後発事象                                                                                

該当なし

１ ２． その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、 負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

該当なし



別紙２

計算書類に対する注記

(サービス付き高齢者向け住宅サンシティ 北条拠点区分用)

１ ． 重要な会計方針                                                                                  

(1)  有価証券の評価基準及び評価方法

該当なし

(2) 固定資産の減価償却の方法

・ 建物並びに器具備品等リース資産以外の資産　 定額法

・ リース資産　 該当なし

(3) 引当金の計上基準

・ 賞与引当金　 当該会計年度の負担に属する賞与見積額を、 賞与引当金として計上。

２ ． 重要な会計方針の変更                                                                            

該当なし

３ ． 採用する退職給付制度                                                                            

施設の定める退職金規程に基づく 制度による。

４ ． 拠点が作成する計算書類とサービス区分                                                            

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(1) サービス付き高齢者向け住宅サンシティ 北条　 拠点計算書類

　  (会計基準省令第１号第４ 様式、 第２ 号第４ 様式、 第３号第４様式)

⑪ ) )(2)  拠点区分事業活動明細書(別紙３ (

1.  サービス付き高齢者向け住宅

⑩ ) )(3)  拠点区分資金収支明細書(別紙３ ( は省略している。

５ ． 基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。                                                   

（ 単位： 円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

建物             0  592, 428, 962   13, 346, 538  579, 082, 424

合            計             0  592, 428, 962   13, 346, 538  579, 082, 424

６ ． 基本金又は固定資産の売却若しく は処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

該当なし



７ ． 担保に供している資産                                                                            

担保に供されている資産は以下のとおりである。

該当なし

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

該当なし

８ ． 有形固定資産の取得価額、 減価償却累計額及び当期末残高                                            

固定資産の取得価額、 減価償却累計額及び当期末残高は、 以下のとおりである。                             

（ 単位： 円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

建物（ 基本財産）   592, 428, 962   13, 346, 538  579, 082, 424

土地    12, 267, 557            0   12, 267, 557

構築物    21, 294, 294      892, 744   20, 401, 550

器具備品    21, 981, 869    1, 937, 404   20, 044, 465

その他     1, 044, 868      121, 900      922, 968

合            計   649, 017, 550   16, 298, 586  632, 718, 964

９ ． 債権額、 徴収不能引当金の当期末残高、 債権の当期末残高                                            

債権額、 徴収不能引当金の当期末残高、 債権の当期末残高は以下のとおりである。                           

該当なし

１ ０． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、 時価及び評価損益                                      

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、 時価及び評価損益は、 以下のとおりである。                     

該当なし

１ １． 重要な後発事象                                                                                

該当なし

１ ２． その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、 負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

該当なし


